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令和７年８月１９日

令和６年度 城市財政健全化審査意見書の提出について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により、審査に付

された令和６年度 城市財政健全化について審査しましたので、その結果を次のと

おり意見を付して提出します。



監 第 ８３ 号

令和７年８月１９日

城市長 阿 古 和 彦 様

令和６年度 城市水道事業並びに下水道事業経営健全化

審査意見書の提出について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により、審査に

付された令和６年度 城市水道事業並びに下水道事業経営健全化について審査し

ましたので、その結果を次のとおり意見を付して提出します。



第１. 審査の概要

財政健全化審査については、市長から提出された健全化判断比率並

びにその算定の基礎となる事項を記載した書類が、適正に作成されてい

第２. 審査の期間

令和７年８月４日から令和７年８月１３日

第３. 審査の結果

１ 総合意見

審査に付された下記の健全化判断比率並びにその算定の基礎となる

事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められ

た。

記

健全化判断比率 令和６年度比率 早期健全化基準

①実質赤字比率

②連結実質赤字比率

③実質公債費比率

④将来負担比率

％

黒 字

黒 字

７．５

５．１

％

１３．２６

１８．２６

２５．０

３５０．０



２ 個別意見

①実質赤字比率について

実質赤字になっておらず、良好と認められる。

なお、早期健全化基準は、１３．２６％となっている。

②連結実質赤字比率について

連結実質赤字になっておらず、良好と認められる。

なお、早期健全化基準は、１８．２６％となっている。

③実質公債費比率について

実質公債費比率は７．５％となっている。早期健全化基準の

２５．０％をかなり下回っており、良好と認められる。

④将来負担比率について

将来負担比率は５．１％となっている。早期健全化基準の

３５０．０％を大きく下回っており、良好と認められる。

３ 是正改善を要する事項

指摘すべき事項は、特にない。



算定方法の概要

①実質赤字比率

○一般会計等（公営企業・公営事業を除く会計）を対象とした実質赤字額の

標準財政規模に対する比率

②連結実質赤字比率

○全会計（一般会計等及び公営事業会計）を対象とした実質赤字額（又は資

金の不足額）の標準財政規模に対する比率

③実質公債費比率

○一般会計等が負担する実質的な公債費（元利償還金及び準元利償還金）

の標準財政規模に対する比率

④将来負担比率

○公営企業、公社等も含めた一般会計等が将来負担すべき実質的な負債

の標準財政規模に対する比率

実質赤字比率 ＝
一般会計等の実質赤字額

×１００
標準財政規模

連結実質赤字比率 ＝
連結実質赤字額

×１００
標準財政規模

実質公債費比率＝

（３カ年平均）

｛地方債の元利償還金（繰上償還額を除く）＋準元利償還金｝－

（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る

基準財政需要額算入額）
×１００

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る

基準財政需要額算入額）

将来負担比率 ＝

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）
×１００

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る

基準財政需要額算入額）



第１. 審査の概要

経営健全化審査については、市長から提出された資金不足比率及び

その算定の基礎となる事項を記載した書類が、適正に作成されているか

第２. 審査の期間

令和７年８月４日から令和７年８月１３日

第３. 審査の結果

１ 総合意見

審査に付された下記の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項

を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められた。

記

２ 個別意見

資金不足比率について

水道事業会計及び下水道事業会計については、それぞれ資金不足に

なっておらず良好と認められる。なお、経営健全化基準は２０．０％となって

いる。

３ 是正改善を要する事項

指摘すべき事項は、特にない。

算定方法の概要

比率名 会計の名称 令和６年度比率 経営健全化基準

＜資金不足比率＞

公営企業ごとの資金不足比率

水 道 事 業

下水道事業

黒 字

黒 字

２０．０ ％

資金不足比率 ＝
資金の不足額

×１００
事業の規模



むすび

が、これら４つの健全化判断比率や資金不足比率のうち、一つでも基準を超え

た場合、地方公共団体の財政の健全化に関する法律の規定により、財政健全

化計画又は経営健全化計画を定め、議会の議決を経て速やかに市民にこれら

を公表し、財政健全化に取り組まなければならないこととなっている。

葛城市の令和６年度決算においては、全ての健全化判断比率および資金不

足比率が基準を大きく下回る結果となり、非常に健全な財政状況が維持されて

いる。

前年度（令和５年度）の審査意見書では、一部指標の低下が認められ、市債

の償還状況を踏まえつつ、歳入確保と歳出削減への継続的な取り組みを提言

したが、令和６年度においては、実質公債費比率および将来負担比率におい

て改善が見られ、これは評価に値するものである。 しかしながら、今後の社会

保障費の増加や公共施設・インフラの老朽化対策など、将来的な支出増加が

想定されることから、引き続き財政運営には警戒を怠ってはならない。特に、自

主財源の安定的な確保を図るため、市税等の収納率向上に努め、事業の費用

対効果を厳しく見極めながら、より一層効率的かつ健全な行財政運営を推進す

るよう要望する。


